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　 7 年になり、あの当時お腹の中にいた長女も春には小学校 1 年生になり
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住所のある 2008 年度出生児 2 及びその母親を対象に、2013 年 1 月、2014








　2018 年 1 月の第 6 回調査においては、「東日本大震災・福島原発事故か
72 （ 72 ）
ら、まもなく 7 年になります。今の心境を率直にお書きください」という
自由回答欄のリード文に、回答総数 819 名のうち、445 名が自由記述を記
入している（2018 年 3 月 31 日時点）3。本稿は、2013 年調査 4、2014 年









































第 1 回調査 2,628 1,203 45.8% 252,047 209.5
第 2 回調査 1,606 718 44.7% 153,938 214.4
第 3 回調査 1,209 746 61.7% 151,677 203.3
第 4 回調査 1,021 612 59.9% 117,171 191.5
第 5 回調査 912 549 60.2% 100,690 183.4




















































































も沢山あった 7 年間でしたが、大切な時間を過ごせた 7 年間でもありま








































　避難に関する意見の総数は、68 件（2017 年）から 26 件（2018 年）に
減少した。詳細にはア「避難している」に関する意見は、16 件（2017 年）
から 14 件（2018 年）に減少した。イ「避難したが戻ってきた」に関する
意見は、8 件 (2017 年 ) から 5 件（2018 年）に減少した。またウ「避難し
たいができない」に関する意見は、18 件（2017 年）から 6 件（2018 件）に、
































































































ムの拡充を望む」に関する意見は、8 件（2017 年）から 7 件（2018 年）
に減少し、イ「保養に関する情報を得たい」に関する意見は、両年とも 1
82 （ 82 ）
件である。またウ「保養に満足した」に関する意見は 4 件（2017 年）か


























































































































































度満足している」に関する意見は、9 件（2017 年）から 13 件（2018 年）
に増加し、イ「除染に不満がある、除染の効果に疑問がある」に関する意
見は、33 件（2017 年）から 24 件（2018 年）に減少した。また、ウ「除

































































































































　食生活に関する意見の総数は、39 件から 36 件に減少している。「地元
産の食材や水道水はできるだけ使わない」に関する意見は、18 件 (2017 年 )










































　家計負担増加に関する意見の総数は 18 件（2017 年）から 8 件（2018 年）
に減少している。「他県産の食材・水の購入費用」に関する意見は、同年
ともに 4 件である。「外遊びの代わり」に関する意見は 3 件（2017 年）か
ら 2 件（2018 年）に減少、「その他」に関する意見は 11 件（2017 年）か
















































































































































































































































































































































































































































　「家族・近所・知人」に関する意見が 19 件（2017 年）から 14 件（2018 年）




























































































































































































































































　「情報不信」に関する意見は 159 件（2017 年）から 134 件（2018 年）と
減ったものの、国・東電の情報への不信感を訴える意見は依然として多く
みられた。「風化」に関する意見は 108 件（2017 年）から 90 件（2018 年）






















































































































































































































































































































































































































































　対応全般に関する意見は 90 件（2017 年）から 52 件（2018 年）に減少
した。「行政の対応に対する不満」は 39 件（2017 年）から 23 件（2018 年）
に減少し、「東電の原発事故に対する不満」は 17 件（2017 年）から 8 件（2018
年）に減少した。そして、「原発事故を踏まえた原発の是非」に関する意






































































































































































































































































































　「現在」の親と子の健康に関する意見は 80 件（2017 年）から 57 件（2018
年）に減少し、「将来」の親と子の健康に関する意見は 124 件（2017 年）



































































































































・震災の時、事故が起きた時、2 歳の誕生日でした。もうすぐ 9 歳、同じ





























































































































































































のもある。2016 年と 2017 年の間の「変化」を捉えるために参考までに回
答数を示している。
2016 年 2017 年 2018 年
1　生活拠点 259 126 83
（1）避難関係 100 68 26
ア 避難継続中 38 16 14
イ 避難したいが戻ってきた 8 8 5
ウ 避難したいができない 23 18 6
エ 避難しない 31 26 1
（2）保養関係 30 13 13
ア 保養プログラムの拡充を望む 18 8 7
イ 保養に関する情報を得たい 2 1 1
ウ 保養に満足した 10 4 5
（3）除染関係 129 45 44
ア 除染にある程度満足している 21 9 13
イ（実施の有無にかかわらず）除染に不
満がある、除染の効果に疑問がある 90 33 24
ウ 除染を望む 18 3 7
2　食生活 62 39 36
（1）地元産の食材や水道水はできるだけ使
わない 31 18 15
（2）地元産の食材や水道水を使わざるを得
ない、使っている 22 18 18
（3）学校（保育園）給食に対する不満 9 3 3
154 （154）
2016 年 2017 年 2018 年
3　家計負担増加 40 18 8
（1）他県産の食材・水の購入費用 9 4 4
（2）外遊びの代わり 9 3 2
（3）その他 22 11 2
4　子育て 106 54 58
（1）放射能対応（行動） 40 8 19
（2）放射能対応 60 45 38
ア 子どもの検査 44 35 32
イ 積算計（ガラスバッジ） 16 10 6
（3）母親の妊娠、出産 6 1 1
5　人間関係 74 172 70
（1）家族・近所・知人 28 19 14
（2）外部（いじめ・差別） 46 153 56
6　情報 241 159 134
（1）情報不信 51 37 28
（2）風化 168 108 90
（3）風評（土地・食べ物） 22 14 16
7　賠償・補償 102 76 63
8　対応全般 123 90 53
（1）行政の対応に対する不満 71 39 24
（2）東電の原発事故対応に対する不満 24 17 8
（3）原発事故を踏まえた原発の是非 28 34 21
9　健康 198 204 139
（1）現在 53 80 57
ア 子ども 31 41 32
イ 親 22 39 25
（2）将来 145 124 82
ア 子ども 128 109 74











（2）声の変化：2017 年調査から 2018 年調査への全体的な変化







　原発事故後の生活変化には 5 つの傾向が確認できる。1 つめは、事故後
7 年が経過しても約 6 割の人が「あてはまる」と回答している項目（「補
償をめぐる不公平感」「放射能の情報に関する不安」）であり、昨年に比べ












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2008 年度出生児の全員は 6191 名。
3   ちなみに、2018 年 7 月時点で、第 6 回調査の回答総数は 830 名であり、自由記
述の記入数は 449 件である。
4   成元哲・牛島佳代・松谷満 , 2014,「1,200 Fukushima Mothers Speak：アンケー
ト調査の自由回答にみる福島県中通りの親子の生活と健康」,『中京大学現代社
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ンケート調査の自由回答にみる福島県中通りの親子の生活と健康」,『中京大学
現代社会学部紀要』8(2)：1-74 を参照。
6   成元哲・牛島佳代・松谷満 , 2017,「原発災害からの生活復興（レジリエンス）と
はなにか：2015 年調査の自由回答欄にみる福島県中通りの親子の生活と健康」,『中
京大学現代社会学部紀要』10(2)：199-268 を参照。
7   成元哲・牛島佳代・松谷満 , 2018,「福島原発事故から「新しい日常」への道のり：
2016 年調査の自由回答欄にみる福島県中通りの親子の生活と健康」,『中京大
学現代社会学部紀要』11(2)：99-170 を参照。
8   成元哲・牛島佳代・松谷満 ,2018,「持続する不安、前向きな態度：2017 年調査の
自由回答欄にみる福島県中通りの親子の生活と健康」,『中京大学現代社会学部
紀要』11(2)：171-254 を参照。
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